様式第２号（第４条関係）
交付額算定書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（事業所名　　　　　　　　　　　　　　　）
１　申請要件（①又は②のいずれかに☑をつけてください。）
　□①　県緊急事態宣言の発令地域の飲食店と直接・間接の取引がある
　□②　県緊急事態宣言発令地域における不要不急の外出及び移動の自粛により直接的な影響を受けた
①を選択した場合のみ記載（主な取引先飲食店について）
	【飲食店の店舗名（屋号）】
	【飲食店の所在地及び連絡先】連絡先：
熊本県　　　　　　市･町･村

	【具体的な取引内容】（種類、頻度等）


②を選択した場合のみ記載（不要不急の外出及び移動の自粛による影響について）
	【不要不急の外出及び移動の自粛によってどのような影響を受けたか記載してください。】


２　営業業種の確認（該当する業種に☑をつけてください。）
□農業　□漁業　□製造業　□運輸業　□卸売・小売業　□宿泊業　
□飲食サービス業　□生活関連サービス業　□その他（　　　　　　　　　　）
３　該当する場合は☑をつけてください。
□　熊本県時短要請協力金の交付の対象者ではありません
４　売上額の確認　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	売上額
	１月
	２月
	売上額
	１月
	２月

	令和元年(a)
	
	
	令和２年(c)
	
	

	令和３年(b)
	
	
	令和３年(b)
	
	

	減少率（％）
(a-b)/a×100
	
	
	減少率（％）
(c-b)/c×100
	
	


５　交付対象額の算定
	令和３年１月・２月と比較して
減少率が大きい年　　　　　　 【A】
	　　　　　令和元年　・　令和２年
　　　　　（〇をつけてください。）

	【A】の１月と２月の売上額の計【B】
	

	令和３年１月・２月で減少率が大きい月の売上額×２　  　　　　 【C】
	

	交付対象額　　　　 【B－C】＝【D】
	

	申請額（千円未満切り捨て）
上限　法人２０万・個人１０万
	


